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(2) 自己評価

妥当性： ザンビア共和国保健省は、公的セクターによる保健サービスが限定的であるため民間セク

ターの活動を重視している。このことから住民・学校グループの能力開発を通じて地域保健サービス向

上を図る当該事業は国家政策に合致する。また、当該事業では地域のために活動する意思はあっても適

切な活動手法を有しないグループを選定して研修を実施しており、対象グループや対象地域選定も適切

と言える。

有効性：各グループは地域住民を対象とした啓発活動および HIV 陽性者や家族に対する社会的・心

理的な支援を前年比約 2 倍の規模で実施した。選定されたグループのメンバーは学生や若者、地域保健

ボランティア、当事者など多岐にわたった。学生や若者は HIV 感染拡大が懸念される若年層へ HIV/エ

イズの知識を広め、地域保健ボランティアは行政の支援が行き届いておらず必要なケアを受けられてい

ない陽性者に社会的・心理的な支援を行うなど多角的且つ包括的な HIV/エイズ対策を実施できた。

各グループは、当該事業で実施した研修により活動内容や手法を毎次改善することを学び、12 グル

ープすべてが定期的に会合を開くなど活発な活動を展開した。これによりフェーズ 2 期間中の啓発活動

や社会的・心理的な支援活動の裨益者数はのべ約 5,400 人に達した。また、HIV 陽性者や急病人の救急

搬送システムが住民グループ内で確立され、事業期間中 132 回出動した。

効率性：当会が予定していた全ての研修が実施され、住民・学校グループの啓発活動や支援活動も予

定通り行われた。当会が実施する研修については、当該事業に協力的な地域の集会所を安価に利用する

などの工夫をして会場費や交通費の削減に努めた。

また、当会が直接地域住民を広く対象とせず、住民・学校グループを通じて事業を行うことで、投入

が最小限に抑えられ、効率的に事業をすすめることができた。

インパクト：同地域の自発的な HIV 抗体検査（VCT）受検者が前年比 3 倍に増加した。また、啓発

活動への参加者数もフェーズ 1 に比べ約 2 倍に増加するなど、地域住民の HIV/エイズへの関心が高ま

り、行動変容が起こりはじめている。

自立発展性：当会の研修で得た知識や技術を住民・学校グループが毎次実践することで、グループ自

身が持続的に活動を発展させる基盤を確立できた。うち 3 グループは、会費徴収やグループメンバーが

アルバイトをして持続的な活動予算の確保に向けた取り組みを実施し、当会事業終了後の活動継続への

意欲が高まっていることも特筆すべきである。

(3) 今後の方針

3 年計画の最終年であるフェーズ 3 では、フェーズ 2 を通して本格化した各住民・学校グループの

HIV/エイズ対策活動を更に発展させ、啓発、社会的・心理的な支援活動を拡大させることにより地域住

民に正しい知識が普及し、HIV/エイズに対する差別や偏見が軽減されることを目指す。その結果、HIV

の感染拡大を止めるために地域で対策をとり、地域ぐるみで HIV 陽性者やその家族を支援できるよう

になることを期待している。加えて VCT 環境を整備することにより、HIV 抗体検査を自主的に受検す

る人が増加することも目標としている。

また、当会の事業終了以後も住民・学校グループが持続的に活動を実施する体制を整備するため、活
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動実施サイクルの定着と予算確保を図る。あわせて、グループの HIV/エイズ対策活動を地域全体で支

援する環境を醸成するべく、グループ間やクリニック、村長など関係機関・関係者との連絡および協力

体制の発展と相互理解の促進に努める。
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